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たつの市

水道事業

令和8年3月

令和8年度～令和17年度

１．事業概要

（１）事業の現況

　①　給水

人

人

千m3/ha

　②　施設

　□表流水　□ダム　□伏流水　■地下水　□受水　□その他

m3/日 施設利用率 %

　③　料金

　基本料金と使用水量に応じた従量料金により構成されています。

　資産維持費の算定：無

　＜料金表＞ 1か月につき・税抜

750 円

10m3～ 20m3 90 円/m3

20m3～ 40m3 130 円/m3

40m3～100m3 180 円/m3

100m3以上 210 円/m3

421.58

60.95

管路延長

(消費税のみの改定は含まない)

施 設 能 力

策 定 日：

計 画 期 間：

昭和28年12月25日

法適(全部)

浄水場設置数

配水池設置数
千ｍ

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

料金改定年月日

従
量
料
金

基本料金(10m3まで)

平成27年4月1日

52,400

50,875

0.399

27,930

供 用 開 始 年 月 日

法 適 （ 全 部 ･ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

水 源

施 設 数

たつの市水道事業経営戦略

7

14

団 体 名：

事 業 名：

計 画 給 水 人 口

現 在 給 水 人 口

有 収 水 量 密 度
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　④　組織

＜組織体制＞

＜職員数・職種・年齢構成等＞

2 人 1 人 4 人 7 人

0 人 2 人 0 人 2 人

2 人 0 人 1 人 3 人

0 人 0 人 0 人 0 人

4 人 3 人 5 人 12 人

（２）これまでの主な経営健全化の取組

民間委託

指定管理者制度 該当なし

PPP/PFI 該当なし

災害時応援協定

水道料金

効率的な資金運用を図るため、債券による運用を行っています。

令和5年度にアセットマネジメント(タイプ4D)を実施しています。

正規職員数は、令和2年度と比較して5人減員となっています。

広 域 化

アセットマネジメント

そ の 他

スマートフォン決済アプリによる支払いに対応
SMS(ｼｮｰﾄﾒｯｾｰｼﾞｻｰﾋﾞｽ)による料金未納のお知らせ

上水道施設の復旧支援について、機械設備、計装
設備及び電気設備4事業者と応援協定を締結

下水道施設課

技能労務職

上下水道部

民 間 活 用

資 産 の 有 効 活 用

【主な委託業務】
　水質検査業務
　揖保浄水場運転・保全管理業務
　浄水施設保守点検業務
　検針及び開閉栓業務

～30歳

合　計

上水道課 管理係

給水係

技術職

41～50歳

31～40歳

合　計事務職

下水道管理課

　令和7年4月1日現在の職員数は、13人(正規職員12人、会計年度任用職員1人)です。組織体制、職種、
年齢構成等は、下記のとおりです。

51～60歳

兵庫県において、「兵庫県水道事業のあり方に関する報告書」を水道広域化
推進プランに位置づけ、地域別協議会等でハード、ソフト対策の具体化に向
け、議論を進めています。
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（３）経営比較分析表を活用した現状分析

　別紙「経営比較分析表(令和6年度決算)」参照

単位：千m3 単位：百万円

２．将来の事業環境

（１）給水人口の予測

人口の予測 単位：人

給水収益有収水量

　経営状況は概ね健全に推移していますが、人口減少等に伴い、料金収入が減少傾向にあります。
　水道施設の老朽化に伴う更新需要の増大が見込まれており、今後の人口減少、賃金や物価の上昇傾向
を踏まえ、経常収支が赤字になる場合は料金改定を行い、更新投資への資金確保を図り、安定供給と健
全な事業運営を継続していきます。

　国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口(令和5年推計)」に基づき、将来の給水
人口を予測しています。
　たつの市水道事業の給水区域は、市内のうち龍野地域、新宮地域(光都を除く)及び揖保川地域(半田・
片島の一部)で、直近10年間において、行政区域内に占める給水区域内人口の割合は70％で推移している
ため、この数値を採用して給水区域内人口を推計しています。令和7年度と比較して令和17年度には
10.55%の減少、令和32年度には27.97%の減少が見込まれます。
　なお、揖保川地域(半田・片島の一部を除く)及び御津地域の給水は西播磨水道企業団が行い、新宮地
域(光都)の給水は播磨高原広域事務組合上下水道事業所が行っています。
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（２）水需要の予測

有収水量 単位：千m3

（３）料金収入の見通し

給水収益 単位：百万円

　人口減少や節水機器の普及等に伴い、今後も有収水量は減少していくものと考えられます。令和7年度
と比較して令和17年度には8.33%の減少が見込まれます。
　水需要の予測にあたっては、以下により算出しています。
　　・生活用水量…給水人口の見込み×1人1日使用水量の見込み
　　・業務営業用水量…直近実績に直近3年間の増減率を乗じて推計
　　・工場用水量…直近実績に直近3年間の増減率を乗じて推計
　　・その他用水量…直近3年間の平均値

　料金収入は水需要の予測に基づき、今後も減少していくものと考えられます。令和7年度と比較して令
和17年度には8.33%の減少が見込まれます。
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（４）施設の見通し

布設年度別の管路延長 単位：ｍ

（５）組織の見通し

　第5次たつの市職員定員適正化計画(令和7年4月1日～令和12年4月1日)において、行政職は、採用者数
を増加し体制整備を図り、技能労務職は、原則、退職者不補充とし、民間委託や短時間勤務職員の活用
などにより体制維持を図る方針が示されています。市全体を勘案した人事管理となるため、技術継承の
観点から適正な人員配置を人事部局へ要望していきます。年齢構成に偏りがあるため、職員間の情報共
有や人材の育成に取り組み、持続可能な組織・体制を確保します。

　管路の約73%が1980年代半ばから2000年代半ばにかけて布設されており、令和6年度末の管路経年化率
は13.54%です。適切な維持・修繕の実施により施設の長寿命化を図りながら、更新実績を踏まえた実使
用年数に基づく更新基準を設定し、施設の更新及び統廃合を実施します。
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３．経営の基本方針

経
営
基
盤
の
強
化

サ
ー
ビ
ス
の
向
上

危
機
に
強
い
水
道

環
境

　水道事業は、市民生活を支えるライフラインとして、常に安全で良質な水道水を安定して供給する義
務があります。
　たつの市水道事業ビジョンの基本理念「安全・安定をいつまでも」のもとに5つの基本目標を設定し、
今後の事業経営を計画的に進めていきます。

環
境
負
担
軽
減
対
策
の
推
進

安
全
な
水
道
水
の
供
給

水
道
水
の
安
定
供
給

基本理念「安全・安定をいつまでも」

5つの基本目標

安
全

安
定

安
心

持
続
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１）投資・財政計画（収支計画）：別紙のとおり

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

　①　収支計画のうち投資についての説明

単位：百万円

※金額は、それぞれ四捨五入によっているので、合計と一致しないものがあります。

　②　収支計画のうち財源についての説明

【料金に関する事項】
　料金収入の見通しを踏まえ、料金改定を行わない場合、令和11年度に赤字になる見込みです。適切な
料金収入を確保し、健全経営を続けていくために16%の料金改定を収支計画に反映しています。
【資産の有効活用に関する事項】
　安全性及び流動性を十分確保した上で、債券運用収益の最大化を図ります。
【企業債に関する事項】
　運転資金残高と企業債残高のバランスを考慮して、企業債の発行は必要最小限とします。
【繰入金に関する事項】
　地方公営企業繰出基準に基づき、計上しています。

目　　　標

目　　　標

　将来の水需要の減少を踏まえ、管路の口径縮小や水道施設の再配置などの
ダウンサイジングを行い、健全な状態で将来世代に引き継いでいきます。
　水道施設の更新・耐震化については、アセットマネジメントに基づき、重
要度・優先度を踏まえた更新投資の平準化を図り、年間約4億円の投資を計
画しています。

　健全な事業運営を継続していくため、料金回収率100%以上を維持します。
　現世代と将来世代との負担の公平性を考慮しながら、水道料金と企業債の
バランスのとれた財源確保を図ります。

【管路整備】
　広域的な水融通を実現し、緊急時を含めて安定した供給体制を構築するため、送配水系統の見直しや
配水区の再編成等の管路網整備を行います。
　避難所等の重要施設に接続する管路の耐震化を計画的に進めます。
　将来の水需要の減少を踏まえ、管路の適正口径を検討し、更新費用の削減を図ります。
【構築物・機械設備の整備】
　安定した給水を行うため、令和9年度に（仮称）龍野浄水場第3水源を整備します。
　急所施設（その施設が機能を失えばシステム全体が機能を失う最重要施設）の更新を計画的に進めま
す。
　利用率が低下している老朽化施設については、更新時期に施設の統廃合を行います。
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　③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　④　原価計算表についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

　①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

　②　財源についての検討状況等

　未利用地を有効利用した太陽光発電設備の設置を検討します。

Ｇ Ｘ の 取 組

料 金

企 業 債

繰 入 金

　運転資金残高と企業債残高のバランスを考慮して、資金調達を行い
ます。

　地方公営企業繰出基準に基づき、繰入を行います。

資産の有効活用等による
収 入 増 加 の 取 組

　揖保浄水場においてデマンドレスポンス※に参加し、エネルギー利
用の効率化に取り組みます。　※電力会社からの依頼に基づき、電力
の需給状況に合わせて電気を使う量を調整する仕組み

　AI技術を活用した管路の老朽度診断により、更新工事の優先順位を
決定し、効率的に管路更新を行います。

　水道施設の適切な維持・修繕の実施により、老朽化等を起因とする
事故防止や施設の長寿命化を図り、更新費用を平準化します。

　老朽化施設や加圧ポンプ場の廃止により、動力費や維持管理費の削
減を図ります。

　送配水系統の見直しや配水区の再編成を行い、管網解析により将来
の適切な管路口径を検討し、更新費用を削減します。

【委託料・材料費に関する事項】
　物価上昇等を踏まえ、年率2%の上昇を見込んでいます。
【修繕費に関する事項】
　アセットマネジメントにおいて、老朽度診断技術を用いた管路事故発生件数を予測し、修繕費を計上
しています。
【動力費・薬品費に関する事項】
　物価上昇等を踏まえ、年率2%の上昇と水需要の予測を反映しています。
【職員給与費に関する事項】
　賃金の引き上げを踏まえ、年率2%の上昇を見込んでいます。

　人口減少に伴う料金収入の減少や物価上昇等の影響による費用の増
加を踏まえ、経常収支の赤字が見込まれる場合は、料金改定を実施し
ます。

　資産維持費の定義は「水道施設の計画的な更新等の原資として内部留保すべき額」と定められてお
り、水道料金の設定の基礎には、資産維持費を含める必要があると規定されています。
　16%の料金改定を反映する収支計画においても、対象経費に対する料金収入の割合は約66%となり、料
金収入が不足する状況です。料金対象経費を料金収入で賄うためには、約75%の料金改定が必要となりま
す。

民間の資金・ノウハウ等の活用

（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

アセットマネジメントの充実
（施設・設備の長寿命化等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

施設・設備の廃止・統合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　先行事例を基に、民間事業者のノウハウ等の活用を調査・検討しま
す。

Ｄ Ｘ の 取 組

広 域 化
　西播磨ブロック会議において、各種業務の共同実施を継続して協議
します。
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５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

単位：人 単位：千m3

単位：千円 単位：千円

単位：千円 単位：千円

給水人口 有収水量

給水収益 営業費用

経常収支 企業債残高

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　毎年、投資・財政計画と実績との乖離を分析し、後年に影響が生じ
る場合は、経営戦略の修正を行います。
　また、取組状況等を踏まえ、5年ごとに経営戦略の見直しを行い、
PDCAサイクルを継続していきます。

【前回策定した経営戦略の計画と実績の比較】
　概ね計画どおりに推移していますが、令和4年度の営業費用は電気料金の値上げ等の影響により、
3.77%の乖離が生じています。

R3 R4 R5 R6

計画 52,316 51,770 51,225 50,679

実績 52,539 51,982 51,501 50,875

45,000

46,000

47,000

48,000

49,000

50,000

51,000

52,000

53,000

R3 R4 R5 R6

計画 5,597 5,549 5,501 5,463

実績 5,721 5,656 5,590 5,560

5,000

5,100

5,200

5,300

5,400

5,500

5,600

5,700

5,800

R3 R4 R5 R6

計画 697,871 696,665 690,822 684,979

実績 685,380 681,040 675,081 673,648

500,000

550,000

600,000

650,000

700,000

750,000

R3 R4 R5 R6

計画 894,166 897,999 889,535 896,818

実績 877,579 931,875 878,310 883,751

800,000

820,000

840,000

860,000

880,000

900,000

920,000

940,000

R3 R4 R5 R6

計画 136,951 115,961 106,491 92,294

実績 147,243 66,420 91,076 90,076

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

R3 R4 R5 R6

計画 1,748,904 1,674,988 1,598,976 1,528,375

実績 1,706,207 1,679,091 1,657,979 1,552,878

1,400,000

1,450,000

1,500,000

1,550,000

1,600,000

1,650,000

1,700,000

1,750,000

1,800,000

9 



全体総括

78.09

①人口減少に伴う料金収入の減少や物価上昇等の影
響による営業費用の増加により、経常収支比率は微
減となりました。
③配水池改良工事に係る未払金の増加により、流動
比率は低下しました。
④資金残高と企業債残高のバランスを考慮して、企
業債の発行は必要最小限としています。
⑦将来の水需要の減少を踏まえ、既存施設の統廃合
等適切な規模への転換を図り、施設利用率を高めて
いく必要があります。
⑧衛星画像のAI解析により管路の漏水調査を進め、
有収率の向上を図ります。
　今後も人口減少による料金収入の減少や、水道施
設の老朽化による更新費用の増加が見込まれるた
め、経営の健全化に取り組んでいきます。

2. 老朽化の状況について

①設備類（電気、機械、計装）の減価償却が進んで
いるため、適切な維持管理を行うとともに、設備類
を更新していく必要があります。
②下水道整備事業に併せて管路を更新しているた
め、管路経年化率は類似団体と比較して低くなって
います。
　将来の水需要の減少を踏まえ、管路の口径縮小や
水道施設の再配置などのダウンサイジングを行い、
重要度・優先度に基づき、水道施設の更新を進めて
いきます。

2. 老朽化の状況

給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2) － 類似団体平均値（平均値）

　経営状況はおおむね健全に推移していますが、安
全で良質な水道水の安定供給を継続していくため、
水道施設の老朽化対策が課題となっています。
　今後の料金収入の減少や老朽化による更新需要の
増加に対応するため、経費削減や経営合理化を図っ
たうえで適正な水準への料金改定を検討するととも
に、更新事業等の財源確保を図り、安定供給と健全
な事業運営を継続していきます。

651.49 【】 令和6年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 81.33 99.90 1,815 50,875

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人)

72,271 210.87 342.73 ■ 当該団体値（当該値）法適用 水道事業 末端給水事業 A4 非設置

経営比較分析表（令和6年度決算）
兵庫県　たつの市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 0.26 0.19 0.41 0.64 0.56

平均値 0.60 0.56 0.60 0.53 0.54

102.00

104.00

106.00

108.00

110.00

112.00

114.00

116.00

118.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 113.05 116.16 106.89 110.04 109.87

平均値 110.91 111.49 109.09 109.05 107.61

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 57.28 59.07 60.73 61.98 62.83

平均値 49.20 50.01 50.99 51.79 52.02

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 10.90 11.70 11.71 11.80 13.54

平均値 18.33 20.27 21.69 23.19 24.61

①経常収支比率(％)

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.92 0.87 0.93 1.02 1.24

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 456.13 583.86 511.69 548.28 305.98

平均値 350.79 354.57 357.74 344.88 326.02

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 253.76 248.94 246.55 245.60 230.52

平均値 322.92 303.46 307.28 304.02 300.54

90.00

95.00

100.00

105.00

110.00

115.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 108.97 113.22 99.64 103.82 102.73

平均値 100.85 103.79 98.30 98.89 99.25

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

180.00

200.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 109.82 105.82 120.86 116.33 117.94

平均値 167.10 167.86 173.68 174.52 178.92

55.00

56.00

57.00

58.00

59.00

60.00

61.00

62.00

63.00

64.00

65.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 64.38 61.82 61.36 60.43 60.95

平均値 59.91 59.40 59.24 58.77 59.17

84.00

85.00

86.00

87.00

88.00

89.00

90.00

91.00

92.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 89.47 90.77 90.42 90.49 89.48

平均値 87.26 87.57 87.26 86.95 86.58

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【107.26】 【1.61】 【239.69】 【264.86】

【89.21】【60.21】【181.66】【97.59】

【52.41】 【26.78】 【0.59】



投資・財政計画（収支計画）

【料金改定なし】 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 R6 R7

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （決算見込）
１． (A) 701,312 691,285 686,758 681,238 675,759 670,321 664,924 658,715 653,542 647,333 642,159 635,951
(1) 673,648 664,548 660,022 654,502 649,023 643,584 638,187 631,979 626,805 620,597 615,423 609,214
(2) (B) 443 252 252 252 252 252 252 252 252 252 252 252
(3) 27,220 26,484 26,484 26,484 26,484 26,484 26,484 26,484 26,484 26,484 26,484 26,484
２． 301,164 267,308 245,678 235,913 217,746 205,602 205,256 202,529 197,751 189,532 175,712 164,321
(1) 1,744 413 413 413 413 413 413 413 413 413 413 413

270 413 413 413 413 413 413 413 413 413 413 413
1,474

(2) 256,571 226,840 205,210 195,445 178,588 167,754 167,408 164,682 159,903 157,234 151,334 141,443
(3) 42,849 40,054 40,054 40,054 38,744 37,434 37,434 37,434 37,434 31,884 23,964 22,464

(C) 1,002,475 958,592 932,436 917,151 893,505 875,923 870,180 861,245 851,293 836,865 817,871 800,272
１． 883,751 874,102 877,565 877,311 871,779 863,499 874,571 882,475 887,851 891,882 885,869 877,443
(1) 89,351 92,042 94,805 96,701 98,635 100,608 102,620 104,672 106,766 108,901 111,079 113,301

44,319 45,206 46,110 47,032 47,973 48,932 49,911 50,909 51,927 52,966 54,025 55,106

45,031 46,836 48,695 49,669 50,662 51,676 52,709 53,763 54,839 55,935 57,054 58,195
(2) 258,160 252,242 255,736 259,313 262,857 266,594 270,412 274,207 278,227 282,207 286,433 290,518

89,102 89,654 90,824 91,866 92,919 93,983 95,059 96,016 97,135 98,096 99,224 100,188
19,293 13,299 13,352 13,575 13,709 13,977 14,266 14,606 14,956 15,378 15,823 16,244
6,153 6,276 6,402 6,530 6,661 6,794 6,930 7,068 7,210 7,354 7,501 7,651

143,611 143,012 145,158 147,342 149,569 151,841 154,157 156,516 158,926 161,379 163,885 166,435
(3) 536,240 529,819 527,024 521,297 510,287 496,297 501,539 503,596 502,858 500,774 488,357 473,624
２． 28,649 25,907 23,639 21,563 21,442 20,875 20,356 19,905 19,684 19,551 19,534 19,776
(1) 25,004 22,697 20,429 18,354 18,232 17,665 17,146 16,696 16,474 16,342 16,325 16,566
(2) 3,645 3,209 3,209 3,209 3,209 3,209 3,209 3,209 3,209 3,209 3,209 3,209

(D) 912,400 900,009 901,204 898,874 893,220 884,374 894,926 902,381 907,535 911,433 905,403 897,218
(E) 90,076 58,583 31,232 18,277 284 △ 8,451 △ 24,747 △ 41,136 △ 56,242 △ 74,568 △ 87,532 △ 96,946
(F) 38,333
(G) 4,550
(H) 33,783

123,859 58,583 31,232 18,277 284 △ 8,451 △ 24,747 △ 41,136 △ 56,242 △ 74,568 △ 87,532 △ 96,946
(I) 3,194,634 2,932,317 2,706,827 2,607,510 2,496,858 2,374,561 2,233,208 2,078,118 1,922,546 1,764,330 1,601,165 1,432,878

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当年度純利益（又は純損 (E)+(H)
繰越利益剰余金又は累積欠損

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

支 払 利 息

R9 R14 R15 R16

営 業 外 収 益

料 金 収 入

そ の 他

R8

営 業 収 益

営 業 外 費 用

退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

受 託 工 事 収 益

R17R10 R11 R12 R13



投資・財政計画（収支計画）

【料金改定あり】 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 R6 R7

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （決算見込）
１． (A) 701,312 691,285 686,758 681,238 675,759 773,294 767,034 759,832 753,830 746,629 740,627 733,425
(1) 673,648 664,548 660,022 654,502 649,023 746,558 740,297 733,096 727,094 719,892 713,891 706,689
(2) (B) 443 252 252 252 252 252 252 252 252 252 252 252
(3) 27,220 26,484 26,484 26,484 26,484 26,484 26,484 26,484 26,484 26,484 26,484 26,484
２． 301,164 267,308 245,678 235,913 217,746 205,602 205,256 202,529 197,751 189,532 175,712 164,321
(1) 1,744 413 413 413 413 413 413 413 413 413 413 413

270 413 413 413 413 413 413 413 413 413 413 413
1,474

(2) 256,571 226,840 205,210 195,445 178,588 167,754 167,408 164,682 159,903 157,234 151,334 141,443
(3) 42,849 40,054 40,054 40,054 38,744 37,434 37,434 37,434 37,434 31,884 23,964 22,464

(C) 1,002,475 958,592 932,436 917,151 893,505 978,896 972,290 962,361 951,581 936,160 916,339 897,746
１． 883,751 874,102 877,565 877,311 871,779 863,499 874,571 882,475 887,851 891,882 885,869 877,443
(1) 89,351 92,042 94,805 96,701 98,635 100,608 102,620 104,672 106,766 108,901 111,079 113,301

44,319 45,206 46,110 47,032 47,973 48,932 49,911 50,909 51,927 52,966 54,025 55,106

45,031 46,836 48,695 49,669 50,662 51,676 52,709 53,763 54,839 55,935 57,054 58,195
(2) 258,160 252,242 255,736 259,313 262,857 266,594 270,412 274,207 278,227 282,207 286,433 290,518

89,102 89,654 90,824 91,866 92,919 93,983 95,059 96,016 97,135 98,096 99,224 100,188
19,293 13,299 13,352 13,575 13,709 13,977 14,266 14,606 14,956 15,378 15,823 16,244
6,153 6,276 6,402 6,530 6,661 6,794 6,930 7,068 7,210 7,354 7,501 7,651

143,611 143,012 145,158 147,342 149,569 151,841 154,157 156,516 158,926 161,379 163,885 166,435
(3) 536,240 529,819 527,024 521,297 510,287 496,297 501,539 503,596 502,858 500,774 488,357 473,624
２． 28,649 25,907 23,639 21,563 21,442 20,875 20,356 19,905 19,684 19,551 19,534 19,776
(1) 25,004 22,697 20,429 18,354 18,232 17,665 17,146 16,696 16,474 16,342 16,325 16,566
(2) 3,645 3,209 3,209 3,209 3,209 3,209 3,209 3,209 3,209 3,209 3,209 3,209

(D) 912,400 900,009 901,204 898,874 893,220 884,374 894,926 902,381 907,535 911,433 905,403 897,218
(E) 90,076 58,583 31,232 18,277 284 94,522 77,363 59,981 44,047 24,727 10,935 528
(F) 38,333
(G) 4,550
(H) 33,783

123,859 58,583 31,232 18,277 284 94,522 77,363 59,981 44,047 24,727 10,935 528
(I) 3,194,634 2,932,317 2,706,827 2,607,510 2,496,858 2,477,534 2,438,291 2,384,318 2,329,035 2,270,114 2,205,417 2,134,604

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当年度純利益（又は純損 (E)+(H)
繰越利益剰余金又は累積欠損

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

R9 R14 R15 R16 R17R10 R11 R12 R13

営 業 外 収 益

料 金 収 入

そ の 他

R8

営 業 収 益

受 託 工 事 収 益



投資・財政計画（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 R6 R7

区　　　　　分 （ 決 算 ） （決算見込）

１． 25,500 56,400 43,100 44,800 43,900 44,200 37,700 37,700 41,400 41,100

２．

３．

４． 2,726 2,158 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

５．

６．

７．

８． 5,317

９．

(A) 33,543 2,158 1,000 57,400 44,100 45,800 44,900 45,200 38,700 38,700 42,400 42,100

(B)

(C) 33,543 2,158 1,000 57,400 44,100 45,800 44,900 45,200 38,700 38,700 42,400 42,100

１． 549,251 409,662 345,248 564,275 431,349 447,840 439,028 442,242 376,866 377,132 413,684 411,260

16,197 16,521 16,852 17,189 17,533 17,883 18,241 18,606 18,978 19,357 19,745 20,139

２． 130,601 120,709 117,594 110,936 113,846 116,606 113,954 99,329 83,648 75,633 71,341 60,530

３．

４．

５．

(D) 679,852 530,371 462,842 675,210 545,196 564,446 552,982 541,571 460,514 452,765 485,025 471,790

(E) 646,309 528,213 461,842 617,810 501,096 518,646 508,082 496,371 421,814 414,065 442,625 429,690

１． 467,400 371,764 314,394 457,139 349,630 362,953 355,875 358,529 305,631 305,907 335,471 333,603

２．

３．

４． 178,909 156,449 147,448 160,671 151,466 155,693 152,207 137,842 116,183 108,158 107,153 96,087

(F) 646,309 528,213 461,842 617,810 501,096 518,646 508,082 496,371 421,814 414,065 442,625 429,690

(G)

(H) 1,552,878 1,432,169 1,314,575 1,260,039 1,189,292 1,117,486 1,047,432 992,303 946,355 908,422 878,481 859,051
(I) 2,625,711 2,459,060 2,350,264 2,076,582 1,907,470 1,811,889 1,715,301 1,617,825 1,583,013 1,537,215 1,442,549 1,345,568

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

資

本

的

収

入

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

そ の 他

計

現 金 預 金 残 高

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

R14 R15 R16

他 会 計 負 担 金

R17

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

R8 R9 R10 R11 R12 R13



布設年月日 昭 和 28 年 12 月 25 日

給水人口 50,875人

計算期間 自 令和11年度 至 令和15年度

（5年間）

　最近１箇年間の実績 投資・財政計画計上額 公費負担分（Ｂ） 料金対象収支
R6 R11～R15 （Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

673,648 733,387 733,387

0 0

328,827 226,870 6,130 220,740

1,002,475 960,258 6,130 954,128

　最近１箇年間の実績 投資・財政計画計上額 公費負担分（Ｂ） 料金対象収支
R6 R11～R15 （Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

基 本 給 44,319 104,713 104,713

そ の 他 45,031 53,784 53,784

89,102 96,058 96,058

19,293 14,637 14,637

6,153 7,071 7,071

536,240 501,013 25,050 475,963

143,611 156,564 48,140 108,424

883,751 933,840 73,190 860,650

25,004 16,865 16,865

25,004 16,865 0 16,865

908,755 950,705 73,190 877,515

230,562

1,108,076

(X)／（(Y)＋(Z)）＊100＝ 66.19

＜料金水準についての説明＞

項 目

原価計算表

収　　入　　の　　部
金　　　　　　　　額

項 目

給 水 装 置 工 事 費

そ の 他

合 計

支　　出　　の　　部
金　　　　　　　　額

料 金 (X)

小 計

支 払 利 息資
本
費

営
業
費
用

人
件
費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

そ の 他

減 価 償 却 費

１　投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２　起債償還額が減価償却額を超えるときは、当分の間、その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３　資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場合に、
使用者負担の期間的公平等を確保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係るもの）を、適正
かつ効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定し、計上するもの。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、「水道料金算定要領」
（公益社団法人日本水道協会）を参考に、所有している資産の規模、経営環境等の実情に応じ、料金算定に適切に反映すべき費用を記載す
ること。

小 計

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

料 金 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

令和4年1月25日付け総務省通知『「経営戦略」の推進について』の「経営戦略のひな型様式」に追加された原価計算表を参考にして、別紙「投
資・財政計画（収支計画）」の数値を基に資産維持費（※）を加え、料金水準の算定を行いました。
※資産維持費＝対象資産（料金算定期間の期首及び期末の平均償却資産残高7,685,390千円）×資産維持率（3%）
※控除項目：下水道徴収負担金、受取利息、分担金、長期前受金戻入のうち補助金

上記算定の結果は、対象経費に対する料金収入の割合は約66%となり、料金収入が不足している状況です。
現行の料金水準も踏まえ、料金については今後の収支のバランスを注視しながら、料金改定の必要性を検討していきます。


